別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名:防災行政無線保守点検委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　知事直轄　危機管理部門　防災課　防災通信担当　電話番号：058-272-1111（内2745）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：59,723千円（前年度予算額：59,658千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　大規模災害時において、ＮＴＴ回線等一般回線が使用不可能な場合に備え、通信回線の多様化を進めるため、県では独自回線である防災行政無線を整備している（県内１９４箇所に設置）。

本事業は、県防災行政無線の円滑な運用を図るため、無線設備の定期点検及び障害復旧業務等を委託するもの。
主な業務内容
　・無線設備の年２回の点検（装置によっては年１回）及び障害復旧対応
　・無線局定期検査のための登録点検データの作成
　・無線設備管理に必要な技術支援
	２　所要経費


委託料内訳
　・労務費　35,226千円
　・機器費　 1,130千円
　・交通費　 1,362千円

　・諸経費　19,161千円

　・消費税　 2,844千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

６ 社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

・地域では実施できない支援を推進する
	２　これまでの取組状況


　本事業は平成８年から継続しており、毎年定期点検を実施し不良箇所の早期発見に努め、故障発生時には迅速な復旧作業を行っている。

また、平成１６年度以降は毎年度経費節減のための委託業務内容の見直しを行っており、現在の業務内容が無線設備を円滑に運用するために最低限の内容となっている。
	３　これまでの取組に対する評価


　大規模災害時において、ＮＴＴ回線等一般通信が使用不可能な場合に備え、通信回線の多様化を進めるため、県では独自回線である防災行政無線を整備している。今後とも、一般ＮＴＴ回線等が使用できない大規模災害に備え、防災行政無線の整備を継続する必要がある。
また、本事業については、予算規模を削減しながらも最低限の業務内容を維持することで、無線設備の円滑な運用を確保するという重要な目的を達成している。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
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	前年度
予算額
	59,658
	0
	0
	0
	0
	0
	　　　
0
	0
	59,658

	要求額
	59,723
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	59,723

	決定額
	59,723
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	59,723


